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517 第 3条第 3項

第３条　［略］
２　［略］
（第 3項が抜けていました）

第３条　［略］
２　［略］
３　 前項第一号から第三号までに掲
げる一の需要場所（以下この条
において「原需要場所」という．）
において，災害による被害を防
ぐための措置，温室効果ガス等
の排出の抑制等のための措置，
電気工作物の設置及び運用の合
理化のための措置その他の電気
の使用者の利益に資する措置に
伴い必要な設備であって，次の
各号に掲げる要件を満たす設備
（当該設備を使用するために必
要な電灯その他の付随設備を含
む．）が設置されている場所を含
む必要最小限の場所（以下この
項において「特例需要場所」と
いう．）については，当該設備の
設置に際し，当該設備に係る電
気の使用者又は小売電気事業者
から一般送配電事業者に対して
申出があったときは，前項の規
定にかかわらず，一の需要場所
とみなす．

一　 公道に面している等，特例需要
場所への一般送配電事業者の検
針並びに保守及び保安等の業務
のための立入り（当該設備の全
部又は一部が壁面等に設置され
ている場合にあっては当該設備
付近への一般送配電事業者の立
入り）が容易に可能であり，かつ，
特例需要場所以外の原需要場所
への一般送配電事業者の立入り
に支障が生じないこと．

二　 原需要場所における他の電気工
作物と電気的接続を分離するこ
と等により保安上の支障がない
ことが確保されていること．

三　 特例需要場所における配線工事
その他の工事に関する費用は，
当該特例需要場所の電気の使用
者又は小売電気事業者が負担す
るものであること．

四　 特例需要場所を一の需要場所と
みなすことが社会的経済的事情
に照らして著しく不適切であり，
当該特例需要場所を供給区域に
含む一般送配電事業者の供給区
域内の電気の使用者の利益を著
しく阻害するおそれがあるもの
でないこと．
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538

5行目

第 33条の 15第 1項第一号及び第八
号

第 33条の 15第 1項第八号

9行目

第 33条の 15第 1項第一号，第 44
条の 7第三号及び第 44条の 13第 1
項第一号

（赤字部分を追加）

第 33条の 15第 1項第一号ロ，第 44
条の 7第三号及び第 44条の 13第 1
項第一号ロ

539
第 33 条 の
15
（法改正に伴
う修正）

第33条の15
（第一号を赤字部分に差替え）

第33条の15
一　 次の表の左欄に掲げる業務の用に
供する室は，それぞれ同表の右欄
に掲げる業務の用に供する室と区
分するものであること．

二　 託送供給及び電力量調整供給の
業務を行う部門（以下この条に
おいて「託送供給等部門」とい
う．）に非公開情報の管理の用
に供するシステムとして次に掲
げる要件（当該システムをその
特定関係事業者（赤字部分を追
加）と共用しない場合は，イ及
びロに掲げる要件を除く．）を
満たすことが確保されたものを
構築するものであること．

二　 託送供給及び電力量調整供給の
業務を行う部門（以下この条に
おいて「託送供給等部門」とい
う．）に非公開情報の管理の用に
供するシステムとして次に掲げる
要件（当該システムをその特定関
係事業者（認可一般送配電事業者
にあっては当該認可一般送配電事
業者の小売電気事業又は発電事業
に係る業務を営む部門を含む．第
十二号において同じ．）と共用し
ない場合は，イ及びロに掲げる要
件を除く．）を満たすことが確保
されたものを構築するものである
こと．

イ　 当該一般送配
電事業者（認
可一般送配電
事業者に該当
するものを除
く．この項の
右欄において
同じ．）の業
務

当該一般送配電事
業者の特定関係事
業者の業務（当該
一般送配電事業者
がその特定関係事
業者から受託する
業務を除く．）

ロ　 当該一般送配
電事業者（認
可一般送配電
事業者に該
当するものに
限る．この項
の右欄におい
て同じ．）の
託送供給及び
電力量調整供
給の業務その
他その一般送
配電事業の業
務（非公開情
報を取り扱わ
ない業務を除
く．）

当該一般送配電事
業者の特定関係事
業者の業務（当該
一般送配電事業者
がその特定関係事
業者から受託する
業務を除く．）又
はその小売電気事
業若しくは発電事
業に係る業務（託
送供給及び電力量
調整供給の業務そ
の他その一般送配
電事業の業務を行
う部門が実施する
業務を除く．）
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548 第 44 条
の 7

三　 送電事業者（認可送電事業者に
あっては当該認可送電事業者の振
替供給の業務を行う部門．第 44
条の 13第 1項第一号及び第八号
において同じ．）

（赤字部分を削除）

三　 送電事業者（認可送電事業者に
あっては当該認可送電事業者の振
替供給の業務を行う部門．第 44
条の 13第 1項第八号において同
じ．）

549

第 44 条
の 13
（法改正
に 伴 う
修正）

第44条の13
（第一号を赤字部分に差替え）

第44条の13
一　 次の表の左欄に掲げる業務の用に
供する室は，それぞれ同表の右欄
に掲げる業務の用に供する室と区
分するものであること．

二　 振替供給の業務を行う部門（以下
この条において「振替供給部門」
という．）に非公開情報の管理の用
に供するシステムとして次に掲げ
る要件（当該システムをその特定
関係事業者（赤字部分を追加）と
共用しない場合は，イ及びロに掲
げる要件を除く．）を満たすことが
確保されたものを構築するもので
あること．

二　 振替供給の業務を行う部門（以下
この条において「振替供給部門」
という．）に非公開情報の管理の
用に供するシステムとして次に掲
げる要件（当該システムをその特
定関係事業者（認可送電事業者に
あっては当該認可送電事業者の小
売電気事業又は発電事業に係る業
務を営む部門を含む．第十二号
において同じ．）と共用しない場
合は，イ及びロに掲げる要件を除
く．）を満たすことが確保された
ものを構築するものであること．

イ　 当該送電事業
者（認可送電
事業者に該当
するものを除
く．この項の
左欄において
同じ．）の業
務

当該送電事業者の
特定関係事業者の
業務（当該送電事
業者がその特定関
係事業者から受託
する業務を除く．）

ロ　 当該送電事業
者（認可送電
事業者に該当
するものに限
る．この項の
左欄において
同じ．）の振
替供給の業務
その他その送
電事業の業
務（非公開情
報を取り扱わ
ない業務を除
く．）

当該送電事業者の
特定関係事業者の
業務（当該送電事
業者がその特定関
係事業者から受託
する業務を除く．）
又はその小売電気
事業若しくは発電
事業に係る業務
（振替供給の業務
その他その送電事
業の業務を行う部
門が実施する業務
を除く．）


